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財務分析

　当連結会計年度（2018年度）より、報告セグメントの区分を変更しており、前連結会計年度との比較・分析は変更後の区分に
基づいて記載しています。
　また、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年2月16日）などを当連結会計年度の期首
から適用しており、財政状態の状況については、当該会計基準などを遡って適用した後の数値で前連結会計年度との比較・分析
を行っています。

　当連結会計年度における川崎重工グループの連結受注高
は、船舶海洋事業などで増加となったものの、車両事業、航空
宇宙システム事業での減少により、全体として減少となりま
した。連結売上高は、車両事業などでの減収があったものの、
モーターサイクル＆エンジン事業や精密機械・ロボット事業
などでの増収により、全体として増収となりました。利益面
に関しては、営業利益は船舶海洋事業での改善やエネル
ギー・環境プラント事業での増益などにより、全体で増益と
なりました。経常利益は営業利益の増益があったものの、民
間航空エンジンの運航上の問題に係る負担金などにより、減

益となりました。親会社株主に帰属する当期純利益は、経常
利益の減益などにより、減益となりました。
　この結果、当社グループの連結受注高は前年度比220億円
減少の1兆5,859億円、連結売上高は前年度比205億円増
収の1兆5,947億円、営業利益は前年度比80億円増益の
640億円、経常利益は前年度比53億円減益の378億円、親
会社株主に帰属する当期純利益は前年度比14億円減益の
274億円となりました。また、税引前ROIC※は4.5%、ROE

は5.8%となりました。
※ 税引前ROIC＝EBIT（税引前利益＋ 支払利息）÷投下資本（有利子負債＋ 自己資本）

精密機械・ロボット事業
　精密機械・ロボット事業を取り巻く経営環境は、建設機械
市場向けでは、中国市場におけるショベル販売競争が日々激
しくなってきており、中国市場でシェアを落としている外資
系建機メーカーを中心に中国マーケット（特に中小型）の先行
きに対する懸念・不透明感の声は上がっているものの、未だ
当社生産能力を超える需要があり、増産対応を進めています。
中国市場の状況については引き続き注視しています。
　ロボット市場向けでは、米中貿易摩擦の影響による中国市
場での設備投資延期や半導体メーカーの投資先送りにより足
元の市況は悪化しており、海外市場は今後暫くの間は不安定
な状況が続くと予想されますが、年度後半には半導体投資が
再開され需要は回復に向かうとみられます。国内市場におい
ては、人共存分野など産業分野全般において需要は着実に拡
大していくとみています。
　このような経営環境の中で、セグメント受注高は、半導体
向けロボットが減少したものの、建設機械市場向け油圧機器
が増加したことにより、前年度比153億円増加の2,252億
円となりました。
　セグメント売上高は、半導体向けロボットが減少したもの
の、建設機械市場向け油圧機器が増加したことにより、前期
に比べ230億円増収の2,220億円となりました。
　営業利益は、売上は増加したものの、増産対応費用や研究
開発費等の販管費の増加などにより、同並みの213億円とな
りました。

船舶海洋事業
　船舶海洋事業を取り巻く経営環境は、新造船価の緩やかな
回復基調や環境規制強化に伴うガス燃料推進船需要の顕在化
がある一方で、LNG開発プロジェクトの遅れによるLNG運
搬船需要の後ろ倒し、韓国政府による造船業支援政策の継続
などにより、依然として厳しい状況にあります。
　このような経営環境の中で、セグメント受注高は、防衛省
向け潜水艦を受注したことなどにより、オフショア作業船に
かかる造船契約の合意解除を行った前年度に比べ764億円
増加の811億円となりました。
　セグメント売上高は、LNG運搬船とLPG運搬船の構成変
動等により、同166億円減収の789億円となりました。
　営業損益は、減収があったものの、建造コストの改善など
により、同49億円改善して10億円の営業利益となりました。

車両事業
　車両事業を取り巻く経営環境は、国内については老朽化車
両の更新需要が安定的に存在しています。海外については、
米国では注力市場であるニューヨーク地区をはじめ新造・更
新需要が増加しており、またアジアでは日本政府によるイン
フラ輸出促進に伴って新興国での需要が増加しています。
　このような経営環境の中で、セグメント受注高は、ニュー
ヨーク・ニュージャージー港湾局向け通勤電車などを受注し
たものの、ニューヨーク市交通局向け新型地下鉄電車などを
受注した前年度に比べ1,210億円減少の1,360億円となり
ました。
　セグメント売上高は、米国やアジアなど海外向けが減少し
たことなどにより、同170億円減収の1,246億円となりま
した。
　営業損益は、前期に続き米国向け案件における採算の悪化
などにより、同13億円悪化して137億円の営業損失となり
ました。

モーターサイクル＆エンジン事業
　モーターサイクル＆エンジン事業を取り巻く経営環境は、
二輪車では主に欧州において市場の緩やかな成長が持続して
おり、新興国向けでも市場の底打ちの兆しが見えつつありま
す。また、四輪車では主に北米において市場が安定した成長
を続けており、汎用エンジン市場も堅調に推移しています。
　このような経営環境の中で、セグメント売上高は、先進国
向け二輪車や四輪車の増加により、前年度比251億円増収の
3,568億円となりました。
　営業利益は、売上は増加したものの、米国における鋼材な
ど資材価格の上昇、新興国通貨安の影響などにより、同8億
円減益の143億円となりました。

その他事業
　セグメント売上高は、前年度比100億円増収の951億円
となりました。
　営業利益は、同4億円減益の25億円となりました。

連結業績の概況

財務分析

航空宇宙システム事業
　航空宇宙システム事業を取り巻く経営環境は、防衛省向け
については、厳しい防衛予算の中で一定程度の需要が存在し
ています。民間航空機については旅客数の増加に伴って機
体・エンジン共に需要が増加しています。
　このような経営環境の中で、セグメント受注高は、民間航
空エンジン分担製造品が増加したものの、防衛省向けや民間
航空機向け分担製造品が減少したことにより、前年度比672

億円減少の4,316億円となりました。
　連結売上高は、民間航空エンジン分担製造品が増加したも
のの、防衛省向けや民間航空機向け分担製造品が減少したこ
とにより、前年度比55億円減収の4,639億円となりました。
　営業利益は、民間航空機向け分担製造品の収益性改善など
により、前年度比17億円増益の326億円となりました。

エネルギー・環境プラント事業
　エネルギー・環境プラント事業を取り巻く経営環境は、海
外では資源開発や石油・天然ガス関連投資が回復基調にある
ことに加え、アジアではエネルギーインフラ整備需要が継続
しています。また環境・省エネルギー投資意欲の向上などに
より、分散型電源の需要が増加しています。国内ではごみ焼
却プラントや産業機械において老朽化設備等の更新需要が継
続しています。一方で分散型電源は、潜在的需要は大きいも
のの、電力自由化をにらんで投資計画が若干遅れ気味になっ
ています。
　このような経営環境の中で、セグメント受注高は、国内向
けコンバインドサイクル発電プラントや国内向けLNGタン
クを受注したことなどにより、前年度比398億円増加の
2,635億円となりました。
　セグメント売上高は、国内向けごみ処理施設や海外向け化
学プラントの工事量減少があったものの、エネルギー事業の
工事量増加などにより、前年度比14億円増収の2,530億円
となりました。
　営業利益は、エネルギー事業での採算改善などにより、前
期に比べ39億円増益の116億円となりました。

セグメント別業績の概要
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●資産
　流動資産は、たな卸資産の増加などにより前年度末比205

億円増加し、1兆1,363億円となりました。固定資産は、設
備投資による有形固定資産の増加等により同332億円増加
し、7,025億円となりました。
　この結果、総資産は同538億円増加の1兆8,388億円と
なりました。

●負債
　負債全体では、退職給付に係る負債の増加や民間航空エン
ジンの運航上の問題に係る引当金の計上などにより前年度末
比429億円増加の1兆3,465億円となりました。有利子負
債は、同72億円減少の4,394億円となりました。

●純資産
　純資産は、親会社株主に帰属する当期純利益の計上による
増加、配当金の支払による減少などにより、前年度末比108

億円増加の4,922億円となりました。

　2018年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」）は前年度末比39億円増の683億円となりました。

●営業活動によるキャッシュ・フロー
　営業活動の結果得られた資金は、前年度比537億円増の
1,097億円となりました。これは主に、売上債権の減少によ
るものです。
　また、2018年度における収入の主な内訳は、税金等調整
前当期純利益378億円、減価償却費590億円、売上債権の増
減額589億円であり、支出の主な内訳は、たな卸資産の増減
額653億円です。

●投資活動によるキャッシュ・フロー
　投資活動の結果支出した資金は、前年度比47億円増の
853億円となりました。これは主に、設備投資に係る支払の
増加によるものです。

●財務活動によるキャッシュ・フロー
　財務活動の結果支出した資金は、前年度比575億円増の
197億円（前期は377億円の収入）となりました。これは主
に、配当金の支払によるものです。

　当社グループは、前中期経営計画「中計2016」の最終年度
でもある2018年度に、最低限確保すべき水準としている
ハードルレート税引前ROIC8%以上を達成することを目標
としていましたが、将来に向けた設備投資の集中や車両事業
における損失の計上などにより、税引前ROICは4.5%と目標
を大きく下回る結果となりました。

　新たな中期経営計画「 中計2019」では、2021年度で達
成すべき税引前ROICの目標を10%以上とし、収益強化や
コスト削減の取り組み、アフターサービス事業の売上増と
いった施策を確実に実行することで、その達成を目指してい
きます。

　当社グループの運転資金・投資向け資金等の必要資金につ
いては、主として営業キャッシュ・フローで獲得した資金を
財源としていますが、必要に応じて、短期的な資金について
は銀行借入やコマーシャル・ペーパーなどで調達した、設備
投資資金・投融資資金等の長期的な資金については、設備投
資・事業投資計画に基づき、金融市場動向や固定資産とのバ
ランス、既存借入金及び既発行債の償還時期などを総合的に
勘案し、長期借入金や社債などによって調達しています。

　当社グループは上述の多様な資金調達源に加え、複数の金
融機関とのコミットメントライン契約を締結しており、事業
活動に必要な資金の流動性を確保しています。また、当社と
国内子会社間、また海外の一部地域の関係会社間ではキャッ
シュ・マネジメント・システムによる資金融通を行っており、
グループ内の資金効率向上に努めています。

　当社グループは、企業価値の向上、すなわち資本コストを
上回る利益を将来にわたって安定的に創出していくことを経
営の基本方針に掲げており、将来の成長に必要となる先端的
な研究開発と革新的な設備投資を持続的に行い、長期的な株
主価値の向上による株主還元を経営の重要課題の一つとして
います。
　また、株主価値向上と配当による株主還元をバランス良く
実施していくため、将来の業績見通しに加え、フリーキャッ
シュ・フロー、負債資本倍率（Ｄ/Ｅレシオ）などの財務状況
を総合的に勘案し、安定的な配当を念頭に親会社株主に帰属
する当期純利益に対する中長期的な連結配当性向の基準を
30%としています。

　なお、当社の剰余金の配当は、中間および期末の年2回を
基本的な方針とし、配当の決定機関は、中間は取締役会、期末
は株主総会としています。

（注）基準日が2018年度に属する剰余金の配当は、以下の通りです。

決議年月日 配当金の総額
（百万円）

1株当たり配当額
（円）

2018年10月30日 取締役会 5,846 35

2019年6月26日 定時株主総会 5,846 35

財政状態の状況 キャッシュ・フローの状況

目標とする経営指標に基づく経営成績等に関する分析 財務政策

配当政策

2017年度（%） 2018年度（%） 変動（ポイント）

航空宇宙システム 7.8 5.0 △2.8

エネルギー・環境プラント 8.0 9.3 1.3

精密機械・ロボット 22.9 19.8 △3.1

船舶海洋 △21.3 3.2 24.5

車両 △26.2 △26.4 △0.2

モーターサイクル＆エンジン 9.4 8.4 △1.0

全社 3.9 4.5 0.6

　船舶海洋事業においては、建造コストの改善などに伴い
EBITが大きく増加したことなどから、前年度に比べ24.5ポ
イント上昇しました。一方で精密機械・ロボット事業におい
ては、設備投資に伴う投下資本の増加などにより、前年度に

比べ3.1ポイント低下しました。また、航空宇宙システム事
業においては、民間航空エンジンの運行上の問題に係る負担
金によるEBITの減少などにより、前年度に比べ2.8ポイン
ト低下しました。




